
 

 

 

 

２０２６年３月２６日 

各  位 

 会 社 名 遠 州 ト ラ ッ ク 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長   金 原 秀 樹 

(コード番号 9057 東証スタンダード市場) 

        問合せ先 取締役常務執行役員 管理本部長 

                 兼 経営企画部長   久保田健 

                               （電 話 ０５３８－４２－１１１１） 

 

新中期経営計画策定のお知らせ 

 

当社グループは、陸上輸送を中心とした物流ソリューションのトータル・プロバイダーとして、 

お客様をサポートしてまいりましたが、更に高度化する物流ニーズを踏まえ、２０２６年度を初年

度として２０３０年度を最終年度とする５か年の中期経営計画を策定しましたので、その概要

をお知らせいたします。 

 

１． 企業戦略 

 

（１） 従業員が仕事に対する誇りとやりがいをもって働ける安全な労働環境をつくり、従業員のエ

ンゲージメントを向上させる 

 

（２） 戦略商品を核に関東・関西間の物流サービスを拡充して、事業領域を拡大する 

拡大に際しては、安全品質を向上させながら、当社車両と乗務員、作業員で運営する自社輸

送体制を堅持し、お客様のニーズに柔軟に対応する能力を確保します。 

 

（３） 先端技術の積極的な導入により、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推進し、未

来に向けた物流サービスのイノベーションに挑戦する 

 

（４） 資本コストや株価を意識した経営を実現する 

資本コストを意識した成長投資を進め、経営資源を企業成長と株主還元に適切に配分します。

また、株主及び投資家の皆様との対話や情報開示の強化を進めて、適正な株価が形成される

よう努めます。 

 

（５） 社会的課題への取組みを進める 

法令を遵守し、お客様と共同して地球環境にやさしい物流機器の導入（物流の改善）を進め

ます。また、地域の交通安全づくりや行事への参画を通じて社会の持続的な成長に貢献しま

す。 

 

 

 



２． 主な事業戦略 

 

（１）新しい物流サービスに挑戦し、事業領域を拡大する 

① 中継輸送（e-change）プラットフォームを活かした輸送ネットワークを拡充する 

中継輸送による関東・関西間の物流サービスを、東北、九州を初めとした各地とも接続させ

ることで、乗務員不足で困難になる長距離輸送の問題を解決します。 

また、中継拠点を活用して幹線輸送とエリア配送を繋げたネットワークを拡充します。 

② ＥＣ（eコマース：インターネット上の電子商取引）物流を拡大する 

東海エリアでのＥＣ物流ネットワークを活用して新たなＥＣ顧客の個配業務を開拓します。 

③ 共同配送網を拡充する 

当社拠点が充実している静岡県、関東圏、中京圏の共同配送ネットワークを更に拡充して、

お客様の業務効率化に貢献するとともに社会的課題であるＣＯ2の削減に貢献します。 

④ 協力会社ネットワークを拡充する 

協力会社とのネットワークを更に強固なものとして、お客様の多様なニーズにお応えします。 

⑤ 調達物流を進化させる 

メーカー至近の立地を活かせる当社拠点を原料・資材を集積させる場にすることに加えて、

セット組み機能や多頻度適時輸送など顧客に最適な納品形態を実現させる場として進化させ

ます。 

    ⑥ 最適な物流サービスの提供に向けて物流拠点を新設する 

お客様のニーズに合わせた立地に、立地地域の協力会社と提携しながら拠点を新設して、原

料・資材の調達物流拠点や製品の消費地在庫拠点として活用します。 

 

（２）事業戦略の推進のための投資を行う 

① 先端技術の積極的な導入により、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推進し、未

来に向けた物流サービスのイノベーションに挑戦する 

当社の業務上の情報（データ）とデジタル技術(※)を活用し、業務の効率化と省人化を進める

とともに、お客様に最適で品質の高い物流サービスを提供します。 

輸送においては、自動配車システムを全社展開して業務の標準化を進め、全社最適で効率的

な配車を実現します。 

② 車両の電動化・自動運転化の進展に合わせて、お客様と共同して導入に取り組む 

(※) AI（人工知能：自律的に情報処理を行うコンピューター）、IoT（モノのインターネットデバイスの遠

隔操作など）、RPA（ロボティクス・プロセス・オートメーション：パソコンでの業務の自動化）、 

ビックデータ（さまざまな種類や形式のデータを含む巨大なデータ群）、クラウドコンピューティン

グ（物理的なハードウェアが不要）など 

 

（３）人的資本価値を高める投資を行う 

  ① 人材が事業の価値を高める人的資本であると捉えて投資する 

従業員の処遇と職場環境を改善し、従業員のエンゲージメントを高め、多様な人材の募集と確

保に努めます。 

② 従業員の健康保持・増進に積極的に取り組み、組織の活性化や生産性の向上につなげる 

 

（４）コンプライアンスを遵守し、コーポレートガバナンスの強化を進める 

    

（５）地球にやさしい物流に取り組む 

   中継輸送、共同配送、調達物流の最適化、モーダルシフト等の提案により、社会的課題である

ＣＯ2削減に積極的に取り組みます。 



 

３．数値目標および事業投資額（連結） 

（単位：百万円）       

 ２０３０年度 

（計画最終年度） 

営業収益 ６１,０００    

営業利益 ４,０００    

事業投資額（期間累計額） ３３,０００    

   

  ＲＯＥ（自己資本利益率）は８％以上を目指す。 

  配当性向は３０％以上を目指す。 

 

（注）当資料に記載されている内容は、当社が判断した種々の前提および仮定に基づいたものであり、 

   記載された将来の計画・目標数値、施策の実行を確約または保証するものではありません。 

     実際の業績は、今後の事業環境の変化等様々な要因により異なる結果となる可能性があります。 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


